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９月の町議会定例会で、令和５年度の決算が認定されました。
今回は、令和５年度の主な事業を、総合計画の７つの基本目標にもとづきご紹介
します。また、斑鳩町の財政状況についてもご紹介します。

【問合せ】政策財政課（☎内線253）

令和 年度5 決算報告

◆ まるごとまちごとハザードマップを町有施設に設置
◆ デジタル防災行政無線システム戸別受信機を希望す 
　 る町民などに無償で貸与
◆ 登下校時の子どもの安全確保のため、通学路などの防 
 　犯カメラを増設
◆ 令和５年６月豪雨災害による被害の拡大防止対策や支 
 　援を実施
◆ 物価高騰の影響を受けている町民や町内事業者を支     
　 援するため、水道料金の基本料金を９か月間免除

◆ 防災機能強化や温室効果ガスの削減を目的として、避難所や役場庁舎などの照明設備のＬＥＤ化 
 　工事を実施
◆ 町有施設への再生可能エネルギー等の導入に向けた調査を実施
◆ 斑鳩町町営住宅長寿命化計画にもとづき、長田団地Ａ棟の屋根・外壁等改修工事を実施

◆ 町内の幼保連携型認定こども園２園の整備・移行を
　 支援
◆ 不登校児童生徒などの活動の場や心の居場所となる
　 「斑鳩町子どもと親のフリースペース くるむ」を設置  
◆ 小・中学校の適正規模・適正配置に向けた検討を進
　 めるための基礎調査を実施
◆ 物価高騰の対策として、小・中学校給食費の３か月
　 間無償化や小・中学校および幼稚園の給食費補助金
　 増額、私立保育園の給食食材費支援を実施

安全・安心にくらせるまちにします1

コンパクトで質の高い持続可能なまちにします2

子どもの未来が輝くまちにします3
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令和5年度の決算

◆ 新たなマラソン大会として、「いかるがの里　聖徳太子マラソン」を開催
◆ 子ども医療費の助成対象者を高校生の年齢まで拡充
◆ 町外プール施設の利用料金を一部助成
◆ 子どもや妊婦のインフルエンザ予防接種費用を一部助成
◆ 誰もが快適に利用できるように図書館の空調設備の一部
 　を更新

◆ 住民活動センターの運営や協働のまちづくり活動提案制度の活用を通じて、町民と行政の協働
　 のまちづくりを推進
◆ 男女共同参画社会の実現のために、女性活躍推進セミナーを開催
◆ すべての人の人権が尊重され、多様性が認められる共生社会の実現をめざすために、パートナー
　 シップ宣誓制度を導入

◆ 斑鳩町の魅力発信や斑鳩町への誇りと愛着を深めるために、「世界遺産登録３０周年記念法隆寺
　 特別ライトアップ IN 斑鳩町」と「和のあかりと
　 未来へのひかり」を実施
◆ 本町での創業を促進することによって観光や産業
　 の振興をはかるため、創業支援員による相談など
　 の創業支援事業を実施
◆ 防災重点ため池の耐震性調査、三室井堰の機能保
　 全計画策定を実施
◆ 物価高騰の影響を受けている町民や町内事業者を
　 支援するため、町内店舗で利用できる「斑鳩町生
　 活応援券」を発行

◆ 「法隆寺地域の仏教建造物」の世界遺産登録３０周年にあたり、世界遺産の魅力を広く発信するため
　 に、世界遺産サミットを開催
◆ 藤ノ木古墳の魅力発信や町内に所在する文化財の情報を発信す
　 るために、文化財体験アプリを制作
◆ 斑鳩町の文化財の存在やその内容について広く周知するために、
　 文化財ガイドブックを作成し、町内全世帯に配付

誰もが健やかに生き生きとくらせるまちにします4

悠久の歴史と文化、自然を大切にするまちにします7

つながりを大切にするまちにします5

魅力に満ちた活力あるまちにします6
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3億9,253万円の黒字

116億2,440万円 111億1,390万円

※「歳入」–「歳出」–「翌年度への繰越」

前年度比 2億1,406万円増 1.9％増

歳入 歳出

※表中の金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計、差し引きとその内訳が一致しない場合があります。

令和
5年度 斑鳩町の財政状況
一 般 会 計 決 算

会 計 別 決 算

地方交付税
国が配分したお金
32億6,826万円

国・県支出金
27億8,603万円

繰越金
7億5,493万円

地方消費税交付金
地方消費税から
配られたお金
5億5,488万円
従来分 2．2億円

※社会保障財源分は、
　消費税率引き上げ分
　として、社会保障施
　策にあてられます。

社会保障財源分
 3.3億円

町債
国や銀行から借りたお金
3億5,730万円

諸収入 1億4,578万円

使用料および手数料
1億5,710万円

その他 4億7,912万円
［森林環境譲与税　302万円］302

町税
31億2,100万円

町民税 15.4億円
固定資産税 12.3億円
都市計画税 1.4億円
　　　　　　　　　など

※都市計画税は、目的税として
下水道の整備など都市計画事業に
あてられます。

扶助費
　医療費助成金など

22億3,981万円

普通建設事業費
道路・施設の整備など
11億235万円

維持補修費
施設の修理など
1億1,734万円

積立金 
1億5,131万円

災害復旧費104万円
貸付金11万円

人件費
19億4,490万円

繰出金
国民健康保険などの
特別会計への支出
13億3,648万円

補助費等
各種団体への補助金や
負担金など
13億8,873万円

公債費
借りたお金の返済
8億6,094万円

物件費
光熱水費・消耗品費・
委託料など

19億7,089万円

前年度比 4億5,849万円増 4.3％増

会計名 歳入決算額 歳出決算額 収支差引額

一般会計 116億2,440万円 111億1,390万円 5億1,050万円

合計 177億2,650万円 172億3,758万円 4億8,892万円

国民健康保険事業特別会計 28億5,755万円 28億9,851万円 ▲4,095万円
介護保険事業特別会計
（保険事業勘定） 26億6,987万円 26億5,384万円 1,603万円
介護保険事業特別会計
（介護サービス事業勘定） 1,498万円 1,141万円 357万円

後期高齢者医療特別会計 5億5,969万円 5億5,992万円 ▲23万円
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令和5年度の決算

健 全 化 判 断 比 率
いずれの指標も国の基準を下回り、財政状況は健全 !

一 般 財 政 指 標会 計 の

　「早期健全化基準」以上となった場合には、
財政健全化計画または財政再生計画を策定
し、財政再建に取り組む必要があります。斑
鳩町ではすべての指標において「早期健全化
基準」を大きく下回っています。
　今後も財政の健全化に努めていきます。

　基
金
（
貯
金
）
残
高
が
増
加
す
る
な
か
、
町

債
（
借
金
）
残
高
は
年
々
大
幅
に
減
少
し
て
お

り
、
令
和
元
年
度
と
比
較
す
る
と
約
18
億
1
千

万
円
、
単
年
度
平
均
で
約
4
億
5
千
万
円
の
減

少
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
財
政
運
営
の
良
し
悪
し
を
判
断
す
る

指
標
と
し
て
、
実
質
単
年
度
収
支
と
経
常
収
支

比
率
が
あ
り
ま
す
。

　実
質
単
年
度
収
支
は
、
物
価
高
騰
対
策
事
業

や
後
年
度
の
財
政
負
担
軽
減
の
た
め
に
町
債
の

借
り
入
れ
の
抑
制
な
ど
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
に
よ
り
、
赤
字
と
な
り

ま
し
た
。

　経
常
収
支
比
率
は
、
交
付
税
な
ど
の
収
入
が
増
加
し
た
も
の
の
、

物
価
高
な
ど
に
よ
る
経
費
の
増
加
が
大
き
く
影
響
し
、
2.6
ポ
イ
ン
ト

上
昇
し
ま
し
た
。

　今
後
も
引
き
続
き
、
各
種
事
業
の
見
直
し
な
ど
に
よ
る
経
常
的
経

費
の
縮
減
や
歳
入
の
確
保
を
徹
底
し
、
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
に

努
め
て
い
き
ま
す
。

■
実
質
単
年
度
収
支

　そ
の
年
の
収
入
で
そ
の

年
の
支
出
を
賄
う
こ
と
が

で
き
た
か
を
示
す
指
標
。

当
該
年
度
の
実
質
収
支
か

ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を

差
し
引
い
た
「
単
年
度
収

支
」
か
ら
、
黒
字
要
素
で

あ
る
財
政
調
整
基
金
積
立

金
や
、
赤
字
要
素
で
あ
る

積
立
金
取
崩
額
の
影
響
を

反
映
さ
せ
た
収
支
を
あ
ら

わ
す
。

■
経
常
収
支
比
率

　財
政
状
況
の
弾
力
性
を

示
す
指
標
。
経
常
的
な
一

般
財
源
（
町
税
や
普
通
交

付
税
な
ど
）
に
対
し
て
、

固
定
的
に
支
出
さ
れ
る
経

費
（
人
件
費
や
扶
助
費
、

公
債
費
な
ど
）
に
使
わ
れ

た
一
般
財
源
が
占
め
る
割

合
を
あ
ら
わ
す
。

指　標 令和５年度 早期健全化
基準

財政再生
基準

実質
赤字比率 14.15% 20%

赤字
なし連結実質

赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

標準財政規模に対して、一般
会計などの赤字が占める割合

19.15% 30%

25%8.1％
（前年度比+0.3％）

9.6％
（前年度比▲9％）

35%

標準財政規模に対して、すべ
ての会計の赤字が占める割合

 350%標準財政規模に対して、将来
負担すべき負債の割合

標準財政規模に対して、地方
債（国や銀行などからの借入
金）の1年間の返済額が占める
割合

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度
基金（貯金） 252,607 253,236 284,981 308,284 315,503
町債（借金） 873,687 831,129 783,894 740,906 692,906

0
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1,000,000

基金・町債の推移 基金（貯金） 町債（借金）
（万円）

93.3 93.2

89.5 91.2

93.8

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

経常収支比率の推移（％）

8,736 9,071

58,294

▲6,655

▲24,628
▲40,000

▲20,000

0

20,000

40,000

60,000

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

実質単年度収支の推移（万円）
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 ■ 事業の概要

■ 建設改良工事の概要

■ 経理状況

ロ . 貸借対照表【令和6年３月31日現在】

（単位 : 円）

（単位 : 円）

イ． 損益計算書 【令和５年４月１日～令和６年３月３１日】

県営水道の依存率は１００％です。
有収率は、給水量に対して、料金収入となる水量の割合
で、有収率が高いほどムダな水が少ないことになります。
（令和４年度全国平均は８９．８％）

《公共下水道事業との連携》
場　　　　所 延　長

龍田南５丁目、龍田西５・６丁目、
法隆寺北１・２丁目、法隆寺東１丁目 836ｍ

《配水管新設工事》
場　　　　所 延　長

大字岡本 70ｍ

《老朽管更新工事》
場　　　　所 延　長

大字岡本、大字三井、大字幸前、
阿波３丁目、龍田北４丁目、
興留４丁目、五百井１丁目

555ｍ

配水設備改良費計 212,641千円

令和5年度 令和4年度
総 給 水 戸 数 11,553戸

総　給　水　量 3,028,449㎥

総 有 収 水 量 2,805,197㎥

有　　収　　率 92.6%

11,635戸

2,950,842㎥

2,761,890㎥

93.6%

借　　　　方 貸　　　　方
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

〔1〕水道事業費用 852,021,156
666,146,455
17,871,406

168,003,295

852,021,156

724,930,875
523,217,419
187,136,251
14,577,205

852,021,156
127,090,281

　 ⑴ 営業費用
　 ⑵ 営業外費用
　 ⑶ 特別損失

合　　　計

〔1〕水道事業収益

〔2〕当年度純損失

　⑴ 営業収益
　⑵ 営業外収益
　⑶ 特別利益

合　　　計

問合せ
上下水道課

（水道事業）
74

1401

令和5年度
水道事業会計決算

　令和５年度の決算額は、総収益が７億２，
４９３万８７５円、総費用が８億５，２０２
万１，１５６円、差し引き１億２，７０９万２
８１円（前年度純損失１，４６７万８，６０４
円）の当期純損失となりました。

■
審
査
の
結
果

　令
和
５
年
度
斑
鳩
町
一
般
会
計
お
よ

び
各
特
別
会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
書
、

歳
入
歳
出
決
算
事
項
別
明
細
書
、実
質

収
支
に
関
す
る
調
書
お
よ
び
財
産
に
関

す
る
調
書
の
各
計
数
は
、
関
係
法
令
に

準
拠
し
て
調
製
さ
れ
、誤
り
の
な
い
も

の
と
認
め
ら
れ
た
。

　ま
た
、各
基
金
の
運
用
状
況
に
つ
い

て
も
計
数
に
誤
り
な
く
、
適
正
に
運
用

さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

令
和
５
年
度

一
般
会
計･

各
特
別
会
計

決
算
審
査

令
和
５
年
度

一
般
会
計･

各
特
別
会
計

決
算
審
査

■
審
査
の
結
果

　審
査
に
付
さ
れ
た
健
全
化
判
断
比

率
・
資
金
不
足
比
率
お
よ
び
そ
の
基
礎

と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
は
、
い

ず
れ
も
適
正
に
作
成
さ
れ
、
健
全
化
を

判
断
す
る
比
率
に
つ
い
て
は
、
問
題
な

い
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

令
和
５
年
度

健
全
化
判
断
比
率
等

審
査

　 ⑴ 有形固定資産 　⑴ 企業債

　⑴ 企業債

　⑴ 長期前受金

合　　　計 合　　　計

借　　　　方 貸　　　　方
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

〔1〕固定資産 5,247,022,969 1,079,177,363
5,246,538,469 1,079,177,363

　 ⑵ 無形固定資産
〔4〕流動負債

250,500
320,853,456

　 ⑴ 現金及び預金

〔5〕繰延収益

457,966,576

2,263,548,016

〔6〕資本金 1,673,277,638

〔7〕剰余金 514,960,869

　 ⑵ 未収金 142,238,389

2,263,548,016

5,851,817,342 5,851,817,342

　⑴ 自己資本金 1,673,277,638

　⑴ 資本剰余金 116,481,293
　⑵ 利益剰余金 398,479,576

　 ⑶ 投　資 234,000

　 ⑶ 貯蔵品 4,589,408

95,763,299

　⑷ その他

〔2〕流動資産 604,794,373

16,359,192

　⑵ 未払金 204,488,965
　⑶ 引当金 4,242,000

〔3〕固定負債
（資産の部） （負債の部）

（資本の部）

● 下水道工事等の他事業と連携し、配水管の整備を実施
しました。（総延長1,461ｍ）
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令和5年度の決算

問合せ
上下水道課

（下水道事業）
74

2406

令和5年度
下水道事業会計決算

■
審
査
の
結
果

　令
和
５
年
度
斑
鳩
町
水
道
事
業
会
計

決
算
書
類
は
、
関
係
法
令
に
準
拠
し
て

作
成
さ
れ
、
当
事
業
年
度
の
経
営
成
績

お
よ
び
当
事
業
年
度
末
の
財
政
状
態
を

適
正
に
表
示
し
て
い
る
も
の
と
認
め
ら

れ
た
。

令
和
５
年
度

水
道
事
業
会
計
決
算

審
査

■
審
査
の
結
果

　令
和
５
年
度
斑
鳩
町
下
水
道
事
業
会

計
決
算
書
類
は
、
関
係
法
令
に
準
拠
し

て
作
成
さ
れ
、
当
事
業
年
度
の
経
営
成

績
お
よ
び
当
事
業
年
度
末
の
財
政
状
態

を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
も
の
と
認
め

ら
れ
た
。

令
和
５
年
度

下
水
道
事
業
会
計
決
算

審
査

　
一
般
会
計･

各
特
別
会
計
決
算
審

査
、
健
全
化
判
断
比
率
等
審
査
、

水
道
事
業
会
計
決
算
審
査
お
よ
び

下
水
道
事
業
会
計
決
算
審
査
の
詳

細
に
つ
い
て
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
ま
た
は
役
場
２
階
情
報
公
開
総

合
窓
口
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
監
査
委
員
室
（
☎
内
線
３
０
５
）

 ■ 事業の概要

■ 汚水処理量と接続件数の推移

■ 建設改良工事の概要
・下水道管路整備工事

・奈良県流域下水道建設費負担金

■ 経理状況
（単位 : 円）イ． 損益計算書 【令和５年４月１日～令和６年３月３１日】

（単位 : 円）ロ． 貸借対照表 【令和６年３月３１日現在】

令和5年度

年度 汚水処理量（㎥）接続件数（件）

令和4年度
計画区域内人口

工事延長　 1,708m
事 業 費 352,589千円

負 担 額 16,896千円

28,087人

供　用　面　積 269ha

処理区域内人口 19,567人

普　　及　　率 69.7%

28,033人

令和元年度 4,3021,203,763

令和２年度 4,4731,269,864

令和３年度 4,6621,303,804

令和４年度 4,8241,338,228

令和５年度 5,0571,367,939

273ha

19,904人

71.0%

年間汚水処理量 1,338,228㎥1,367,939㎥

借　　　　方 貸　　　　方
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

〔1〕下水道事業費用

〔2〕当年度純利益

719,422,118

16,985,044

602,422,436
115,483,282

1,516,400

736,407,162

736,407,162
181,678,998
554,728,164

0

736,407,162

　 ⑴ 営業費用
　 ⑵ 営業外費用
　 ⑶ 特別損失

合　　　計

〔1〕下水道事業収益
　⑴ 営業収益
　⑵ 営業外収益
　⑶ 特別利益

合　　　計

　令和５年度の決算額は、総収益が７億３，
６４０万７，１６２円、総費用が７億１，９４
２万２，１１８円、差し引き１，６９８万５，
０４４円（前年度純利益１，１９２万３，３５
１円）の当期純利益となりました。

　 ⑴ 有形固定資産
　 ⑵ 無形固定資産

　⑴ 企業債

　⑴ 企業債

　⑴ 長期前受金

合　　　計 合　　　計

借　　　　方 貸　　　　方
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

〔1〕固定資産 18,448,681,566 7,590,412,395
17,154,171,113
1,294,510,453

7,590,412,395

〔4〕流動負債 766,287,136

　 ⑴ 現金及び預金

〔5〕繰延収益

359,602,823

9,000,952,820

〔6〕資本金 1,459,548,933

〔7〕剰余金 36,793,067

　 ⑵ 未収金 45,769,962

9,000,952,820

18,853,994,351 18,853,994,351

　⑴ 自己資本金 1,459,548,933

36,793,067

　 ⑶ 貸倒引当金 △ 60,000

470,909,238

　⑷ 預かり金

〔2〕流動資産 405,312,785

200,000
　⑸ 引当金 2,300,000

　⑵ 他会計借入金 0
　⑶ 未払金 292,877,898

〔3〕固定負債
（資産の部） （負債の部）

（資本の部）

⑴ 利益剰余金
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令和5年度の決算

歳出　28億9,851万円歳入　28億5,755万円

令和5年度
決算状況

医療費の負担を減らす取り組み
複重「るす診受を関機療医の数複、で気病じ同 ①

受診」はやめましょう。
つりかかや医けつりかかるきで談相らかろご日 ②

け薬局を持ちましょう。
③ジェネリック医薬品を利用しましょう。

査診康健、めたの見発期早や防予の病慣習活生 ④
を受けましょう。

問合せ　国保医療課（☎内線114）

令和５年度
国民健康保険
特別会計決算

状況

　
国
保
の
財
源
は
、被
保
険
者
（
世
帯
主
）

が
納
付
す
る
国
保
税
や
県
の
交
付
金
な
ど

か
ら
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
国
保
税
は
、

収
入
全
体
の
約
17・6
％
を
占
め
て
お
り
、

国
保
運
営
に
は
欠
か
せ
な
い
も
の
で
す
。

　
令
和
５
年
度
決
算
で
は
、
前
年
度
繰
上

充
用
金
（
累
積
赤
字
分
）
が
歳
出
の
約

1.8
％
を
占
め
、４
，０
９
５
万
円
の
赤
字
と

な
り
ま
し
た
。
な
お
、単
年
度
収
支
で
は
、

約
１
，０
２
７
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し

た
が
、
引
き
続
き
累
積
赤
字
が
大
き
く
、

厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

◎
国
保
の
財
政
状
況

　
一
人
あ
た
り
の
医
療
費
は
、
令
和
２
年

度
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
よ
り
減
少
し
ま
し
た
が
、
令
和
３
年

度
以
降
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
被
保
険
者

の
高
齢
化
や
医
療
の
高
度
化
な
ど
に
よ

り
、
今
後
も
医
療
費
は
増
加
し
て
い
く
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
　

　
医
療
費
の
増
加
の
抑
制
の
た
め
に
、
被

保
険
者
一
人
ひ
と
り
が
、
健
康
管
理
や
適

切
な
医
療
受
診
な
ど
自
分
に
で
き
る
こ
と

か
ら
取
り
組
み
を
お
願
い
し
ま
す
。

◎
医
療
費
の
状
況

　
税
負
担
の
公
平
性
を
確
保
す
る
た
め
、

特
別
な
事
情
も
な
く
国
保
税
を
滞
納
し
て

い
る
滞
納
者
に
は
、
財
産
の
差
し
押
さ
え

な
ど
の
滞
納
処
分
を
含
め
、
厳
正
に
対
応

し
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
失
業
、
多
重
債
務
な
ど
の
事
情

に
よ
り
国
保
税
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難

な
人
に
つ
い
て
は
、
生
活
状
況
な
ど
を
考

慮
し
て
対
応
し
て
い
ま
す
。
相
談
を
希
望

す
る
人
は
、
国
保
医
療
課
へ
ご
連
絡
く
だ

さ
い
。

◎
国
保
財
政
の
健
全
化
に

   

向
け
た
取
り
組
み

   

（
収
納
体
制
の
強
化
）

　
平
成
30
年
度
か
ら
奈
良
県
も
保
険
者
と

な
り
、
県
単
位
で
国
保
を
運
営
し
て
い
ま

す
。
医
療
費
は
全
額
県
が
負
担
し
、
そ
の

財
源
と
し
て
県
内
市
町
村
は
県
に
納
付
金

を
納
付
し
て
い
ま
す
。
納
付
金
は
被
保
険

者
が
納
め
た
国
民
健
康
保
険
税
で
ま
か
な

◎
今
後
の
国
保
財
政

わ
れ
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
か
ら
は
、
県
内
市
町
村

で
保
険
税
率
が
統
一
さ
れ
て
お
り
、
今

後
も
適
切
な
税
率
の
設
定
や
効
率
的
な

事
業
の
実
施
な
ど
を
行
い
、
安
定
的
な

財
政
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

支出収入

総務費1.2%

保険給付費
68.8%

国民健康保険
事業費納付金
27.3%

前年度繰上
充用金1.8%

保健事業費
0.7%

諸支出金
0.2%諸収入0.1%

繰入金
7.6%

使用料及び
手数料0.1%

国保税
17.6% 国庫支出金

0.1%

県支出金
74.5%

357,114

336,059

354,124

374,796

395,670

320,000

0

330,000

340,000

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000

400,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1人あたりの医療費の推移
（円）
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（単位：百万円）

第８期介護保険事業計画期間（令和３年度から令和５年度まで）を終えて…

問合せ　福祉課（☎内線１２６）

第８期 介護保険事業計画期間の
介護保険事業の状況を報告します

　
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
５
年
度
ま
で
の

給
付
費
の
実
績
は
、
各
年
度
で
計
画
値
の

約
９
割
程
度
の
給
付
率
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
給
付
費
は
、
後
期
高
齢
者
人
口

の
増
加
に
比
例
す
る
よ
う
に
認
定
者
数
が

増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、前
年
に
比
べ
、

増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
軽
度
で
あ
る
要
支
援
認
定
者
数
は
計
画

値
よ
り
も
多
い
状
況
に
あ
る
も
の
の
、
要

介
護
認
定
者
数
は
計
画
値
よ
り
低
い
状
況

と
な
り
ま
し
た
。

　
今
月
号
で
は
第
８
期
計
画
の
介
護
保
険
事

業
状
況
報
告
に
あ
わ
せ
、
令
和
５
年
度
の
介

護
保
険
事
業
特
別
会
計
（
保
険
事
業
勘
定
）

の
決
算
状
況
も
紹
介
し
ま
す
。

　
そ
の
結
果
、
給
付
費
が
計
画
値
よ
り
大

き
く
抑
え
ら
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
軽
度
の

頃
か
ら
、
各
種
介
護
予
防
事
業
や
介
護
予

防
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
推
進
す
る
こ
と

で
、
状
態
の
回
復
や
現
状
維
持
、
重
度
化

の
防
止
に
効
果
が
あ
っ
た
も
の
と
考
え
ら

れ
ま
す
。

　
ま
た
、
各
種
地
域
支
援
事
業
の
実
施
に

よ
り
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
環
境

整
備
が
す
す
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
理
由

の
ひ
と
つ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

給
付
費
の
状
況

　介護が必要になっても、住み慣れた地域でできる限り自立した生活を送ることができるよう、高齢者の介護
を社会全体で支えるしくみとして、介護保険制度があります。介護保険サービスの見込み量を定め、保険給付
と地域支援事業の円滑な実施を確保するため策定された、介護保険事業計画の第８期計画期間（令和３年度か
ら令和５年度まで）が終了しましたので、給付などの実績を報告します。

年度 居宅
サービス

施設
サービス

その他の
サービス 合計 計画値 計画対比

令和
３年度 1,154 732 328 2,214 2,433 91.0%

令和
５年度 1,271 715 337 2,322 2,586 89.8%

令和
４年度 1,183 706 305 2,194 2,492 88.0%

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

R3 R4 R5
給付総額 計画値

介護保険給付費の給付状況

令和5年度 3,551人 5,102人 30.7% 32.7%

令和4年度 3,761人 4,888人 30.7%

令和3年度 4,031人 32.2%4,667人 30.8%

年度
高齢者数 高齢化率

32.4%

65歳～
74歳 75歳～ 町 県

高齢者人口、高齢化率の推移 要介護認定状況
年度 要支援 要介護 合計

R５計画対比 124.9% 88.6% 98.3%

令和５年度 601人 1,163人 1,764人

R5計画値 481人 1,313人 1,794人

令和３年度 494人 1,209人 1,703人

令和４年度 561人 1,144人 1,705人

令和５年度介護保険事業特別会計（保険事業勘定）決算状況特別版

保険料

19.2%

国庫支出金
5億9,079万8千円
22.1%

支払基金交付金
6億4,559万1千円
24.2%

県支出金
3億4,914万1千円
13.1%

繰入金
4億6,260万5千円
17.3%

繰越金
1億516万5千円
4%

財産収入

使用料
及び
手数料
2万5千円
0％

10万3千円

513,036千円

0%

諸収入
340万6千円
0.1%

歳入

5,514万9千円
2.1%

介護給付費
23億2,194万円
87.5%

基金積立金
3,722万7千円
1.4%

地域支援事業費
1億7,256万1千円
6.5%

諸支出金
6,695万9千円
2.5% 総務費

歳出

歳入　26億6,987万円 歳出　26億5,383万6千円

（百万円）


